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庭同士の経済的格差が大きいことが問題である。2012 年 5 月にユニセフ（国連児童基金）が発表
した子どもの貧困に関する調査において、日本の18歳未満の子どもの相対的貧困率⑵は、14.9パー
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し、「ひとり親家庭の貧困率」を 5年以内に半減、10 年以内に 10 パーセント未満にする数値目
標を設定することなどを政府各党に働きかけた⑻。さらに、法律の内容については、1. 子どもの
貧困率削減の具体的数値目標、2. 子どもの貧困対策に関する政策決定への当事者や当事者支援団
体の参画、3. 子どもの定義を 18 歳ではなく大学・専門学校等の在学中までを含めたものとする
こと、4. 法律の見直し規定を要望していた⑼。
　さらに、2013 年 3 月、「なくそう！子どもの貧困」全国ネットワークは、1. 子どもの相対的貧
困率削減目標、2. 目標達成に向けた政府・地方自治体の施策実施の義務・報告義務、3. 財政上の

























































が定めることは、野党案から取り入れられたものである。しかし、平成 21 年時点で 15.7 パーセ
ントの子どもの貧困率を「平成 33 年に 10 パーセント未満とする」「3年に 1割以上の割合で削
減する」など、野党案の具体的な数値目標は、取り入れられなかった。子どもの貧困率 15.7 パー
セントは、17 歳以下の子どもの 6人に 1人、約 320 万人の子どもが貧困の状態にあることに相
当する。
　子どもの貧困率と同様に平成 21 年時点で 50.8 パーセントのひとり親世帯の貧困率を「平成 33







































































（注）平成 20 年度の子どもの保護率の全国平均は、要保護率 1.3％、準要保護率 12.7％である。




















































（注）「収入なし」世帯は、世帯数が 5件と少ないため表示していない。他は、36 ～ 138 件。



































　生活保護の不正受給が問題とされるが、厚生労働省によれば、2011 年度の約 3万 5 千件、総
額約 173 億円の不正受給が生活保護費全体に占める割合は 0.5 パーセントである。一方、「制度
をよく知らない」等の理由で保護されるべき世帯が保護されていない漏給という状態が多数存在
する。保護されるべき世帯のうち、実際に生活保護を受けている人の割合を捕捉率と言うが、そ
の割合は 10 ～ 20 パーセント程度と非常に低い。すなわち、現に生活保護を受けている約 215 万




























⑴　子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成 25 年法律第 64 号）。
⑵　国民一人ひとりの可処分所得（手取り収入）を計算し、その中央の所得の半分に届かない人の割合。詳
しくは、厚生労働省『平成 22 年版厚生労働白書』170 頁〈http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/
kousei/10/dl/02-02-03.pdf〉2014 年 3 月 30 日アクセス。
⑶　UNICEF Innocenti Research Centre.“Innocenti Report Card 10, 2012　Measuring Child Poverty”
（May 2012）:11.〈http://www.unicef.or.jp/library/pdf/labo_rc10.pdf〉2014 年 3 月 30 日アクセス、『日本
ユニセフ協会からのお知らせ』〈http://www.unicef.or.jp/osirase/back2012/1205_03.html〉2014 年 3 月 30
日アクセス、『朝日新聞』2012 年 6 月 10 日。
⑷　子どもの権利条約第 27 条。
⑸　外務省「児童の権利条約第三回政府報告審査後の児童の権利委員会の最終見解（仮訳）」2010 年 6 月
〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jido/pdfs/1006_kj03_kenkai.pdf〉2014 年 3 月 30 日アクセス、子ど
もの権利条約NGOレポート連絡会議仮訳「子どもの権利委員会：総括所見：日本（第三回）」〈http://
www26.atwiki.jp/childrights/〉2014 年 3 月 30 日アクセス、（社）セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン「国
連子どもの権利委員会最終見解から見る子どもの貧困」〈http://www.savechildren.or.jp/sc_activity/
japan/100701soap.html〉2014 年 3 月 30 日アクセスを参照した。
⑹　鳫咲子「議員立法の課題」『論座』85 ～ 89 頁、2008 年 2 月
⑺　中嶋哲彦「イギリスの子ども貧困法の教訓と私たちの課題」「なくそう！子どもの貧困」全国ネットワー
ク編『イギリスに学ぶ子どもの貧困解決』かもがわ出版、2012 年 3 月、85 ～ 108 頁。
⑻　あしなが育英会ホームページ〈http://www.ashinaga.org/activity/index.html〉2014 年 3 月 30 日アクセ
ス。




2014 年 3 月 30 日アクセス。
⑾　第 183 回衆第 19 号〈http://www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index_gian.htm〉2014 年 3 月 30 日アク
セス。
⑿　第 183 回衆第 20 号〈http://www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index_gian.htm〉2014 年 3 月 30 日アク
セス。
⒀　第 183 回国会衆議院厚生労働委員会議録 16 号 30 頁（2013 年 5 月 31 日）。
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⒃　第 183 回国会衆議院厚生労働委員会議録 16 号 5 頁（2013 年 5 月 31 日）。
⒄　第 183 回国会衆議院厚生労働委員会議録 16 号 46 頁（2013 年 5 月 31 日）。
⒅　第 183 回国会参議院厚生労働委員会会議録 14 号 26、27 頁（2013 年 6 月 18 日）。
⒆　子どもの貧困対策会議「子どもの貧困対策を総合的に推進するための大綱の案の作成方針について」
2014 年 4 月 4 日。
⒇　鳫咲子『子どもの貧困と教育機会の不平等　就学援助・学校給食・母子家庭をめぐって』明石書店、





〈http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/02/1344115.htm〉2014 年 3 月 30 日アクセス。ちなみに文部
科学省ホームページに都道府県別の要保護及び準要保護児童生徒数が掲載されたのは、この 2014 年 2 月
12 日の報道発表が初めてである。これも子どもの貧困対策法成立の成果の一つといえよう。
24　同上。
25　日本弁護士会連合会第 53 回人権擁護大会シンポジウム第 1分科会実行委員会編『日弁連　子どもの貧





27　第 183 回国会衆議院厚生労働委員会議録 16 号 9、19 頁（2013 年 5 月 31 日）。
28　あしなが育英会「第 25 回　遺児と母親の全国大会要望文」。
29　第 183 回国会衆議院厚生労働委員会議録 16 号 14 頁（2013 年 5 月 31 日）。
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